
弘前市一般廃棄物処理基本計画改定スケジュール（案）

庁内意見の整理
審議を経て、基本理念、目標値を整理

パブリックコメント制度を実施
（募集期間約１ヶ月）

パブリックコメントの内容の整理

答申書受理及び市政推進会議のニ役レク

４月 改定計画の公表

答申書の受理３月

２月

第３回審議会開催
・パブリックコメント反映部分説明
・答申案審議
（マスコミ公開）

掲載内容の最終チェック
市政推進会議付議（３／１９）
計画改定の決裁（上下水道部合議）

R3

１月

10～11月

第２回審議会開催
・基本理念、基本方針の審議
・目標値の審議
・その他修正
（マスコミ公開）

１２月

廃棄物減量等推進審議会 改定計画作成関係

７月

第１回審議会開催（７／２７）
・諮問書の提出、改定の概要・手順等説明
（マスコミ公開）
→第２回までの間で意見募集

時　期

素案作成作業
改定手順及び諮問についてニ役レク

R2

４月～７月

素案と諮問書の決裁（上下水道部合議）
庁内照会
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「弘前市一般廃棄物処理基本計画改定素案」に対する意見等記入用紙（参考様式） 

委員氏名 

 

 

ご意見等記入欄（意見等に係る素案の関係ページ、関係箇所を記入の上、意見を記入してください。） 

◎提出期限 令和２年１０月３０日（金） 

      ※ご意見等がなければ、提出は不要です。 

◎ご意見等の提出方法及び問い合わせ先 

 １）提出方法  

  ①ファクス…０１７２－３７－７２７１ 環境課 宛 

②Ｅメール…tak2-narita@city.hirosaki.lg.jp 

 ※本参考様式はデータでも提供可能です。必要な方は下記までご連絡ください。 

③郵送…弘前市大字上白銀町１－１ 弘前市役所 環境課 宛 

④持参…弘前市役所前川新館２階 環境課窓口まで 

 

 ２）問い合わせ先 弘前市廃棄物減量等推進審議会事務局 

（弘前市環境課廃棄物政策係）TEL０１７２－３２－１９６９（直通） 
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弘 環 発 第 ５ ７ 号 

令和２年 ７月２７日 

 

弘前市廃棄物減量等推進審議会 

会長  内山 大史  様 

 

 

弘前市長  櫻田 宏 

 

 

弘前市一般廃棄物処理基本計画の改定について（諮問） 

 

 

弘前市一般廃棄物処理基本計画の改定にあたり、弘前市廃棄物の処理及び清掃に関する

条例（平成１８年２月２７日弘前市条例第９６号）第２１条に基づき、貴審議会の意見を求

めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（担当） 

市民生活部環境課廃棄物政策係 成田 

電話 ０１７２－３２－１９６９（直通） 

FAX ０１７２－３７－７２７１ 
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諮問の趣旨 

 

 本市では、平成２８年４月に貴審議会の意見を踏まえ、現行の「弘前市一般廃棄物処理基

本計画」を策定し、【オール弘前体制で実現する「循環のまち弘前」】を基本理念に、ごみの

減量化・資源化にかかる様々な取組を実施してきました。 

しかしながら、目標値として設定した「一人一日当たりのごみ排出量」や「リサイクル率」

などの数値は、県や全国の平均値と比べ、なお低迷する状況にあります。 

 また、国が平成３０年６月に策定した「第４次循環型社会形成推進基本計画」では、「地

域循環共生圏形成による地域活性化」や「ライフサイクル全体での徹底的な資源循環」など

が新たな政策の柱とされたところであり、持続可能な社会の実現に向け、これまで以上に地

域社会全体での取組の強化が求められています。 

本計画では、計画期間の半分が経過する令和２年度を中間目標年度に設定し、ごみ減量化

などの進捗や計画に掲げる各施策の進捗、事業内容などについて評価を行うとともに必要

な改定を行う旨を規定しており、中間目標年度を迎える本年、計画期間の後期に向け、前期

の状況を踏まえるとともに社会情勢や国の政策に鑑み、市全体が一丸となってごみ問題に

真剣に向き合い、更なるごみの減量化・資源化を進めるための新たな基本理念・基本方針の

設定や施策の検討が必要になっています。 

このようなことから、循環型社会の形成と持続可能で良好な環境の実現を目指し、現状に

即した的確な施策を展開するため、現行の「弘前市一般廃棄物処理基本計画」の見直しを行

うものであります。 

 つきましては、計画の改定にあたり、本市の最上位計画である「弘前市総合計画」に掲げ

る目指す将来都市像「みんなで創り みんなをつなぐ あずましいりんご色のまち」を体現

するように、市民・事業者・行政が一体となり、基本理念や更なる減量化・資源化に向けた

施策などについて、専門的な視点に加え、生活者、事業者の視点をも踏まえたご議論をいた

だきたく、貴審議会にご審議をお願いするものです。 

 

 

諮問事項 

（１）新たな基本理念・基本方針について 

（２）最終目標値の設定について 

（３）更なるごみの減量化・資源化に向けた施策について 
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弘前市一般廃棄物処理基本計画の改定素案について 

１．計画期間 

改定計画は、現計画期間の後期となる、令和 3 年度から令和 7 年度までの 5 年間 

が対象。 

年
度 

27 28 29 30 元 2 3 4 5 6 7 

計
画
期
間
・
目
標 

           

計

画

策

定 

初

年

度 

   

計

画

改

定 

    

最

終

目

標 

           

 

２．前期に実施した主な施策 

年度 家庭系ごみに係る 

主な施策 

事業系ごみに係る 

主な施策 

その他 

H28 〇家庭系ごみ有料化の検討 〇焼却施設での古紙類の

受入制限を開始 

〇弘前市一般廃棄物

処理基本計画策定 

H29 〇家庭系ごみ指定袋制度検討・

決定（H30.7～） 

〇ごみ減量等啓発広報誌発行

（2 回） 

〇ごみ収集アプリ配信開始 

〇不法投棄・不適正排出キャン

ペーン開始 

〇事業系ごみガイドブッ

ク発行 

〇廃棄物処分（埋立

処分）手数料見直し

（H30.4～） 

〇し尿収集運転手数

料見直しH30.4～） 

H30 〇家庭系ごみ指定袋制度中止 

〇紙類の分別見直し（H31.4

～） 

〇弘前市町会連合会と協定締結 

〇ごみ減量等啓発広報誌発行

（1 回） 

 

〇弘前商工会議所と協定

締結 

 

〇弘前市ごみ減量運

動推進大会開催 

→ごみ減量等市民運

動推進事業開始 

資料１－４ 
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R1 〇地区別ワークショップ型ごみ

減量啓発活動「ごみ減量チャレ

ンジ」開始 

〇ごみ分別ガイドブック発行 

〇ごみ減量等啓発広報誌発行

（3 回） 

〇ごみ収集アプリに資源物の拠

点回収マップ機能追加 

〇各団体等との協定締結

（計 11団体） 

〇展開検査の強化 

〇焼却施設での搬入規制

の開始 

〇弘前市ごみ出しサ

ポート事業導入決定

（R2.4～） 

R2 〇消滅型ごみ処理ボックス「キ

エーロ」モニター開始 

〇ごみ減量等啓発広報誌発行 

（3 回予定） 

〇リユース促進掲示板開始 

〇各団体等との協定締結 

〇イベント用ごみ分別ス

テーション貸出開始 

〇弘前市一般廃棄物

処理基本計画改定 

 

３．目標の達成状況 

計画策定時の目標 

計画策定年度以降の実績 

 

年 度 

項 目 

H25 

（基準年度） 

R2 

（中間年度） 

R7 

（目標年度） 

１人１日当たりのごみ排出量(g)  1,310 980 950 

      家庭系ごみ(g) 789 680 670 

     事業系ごみ(g) 521 300 280 

リ サ イ ク ル 率(%) 10.9 17.0 25.0 

１人１日当たりの最終処分量(g)  151 109 100 

 年 度 

項 目 
H28 Ｈ29 Ｈ30 

Ｒ1 

（速報値） 

１人１日当たりのごみ排出量(g) 1,164 1,156 1,142 1,105 

      家庭系ごみ(g) 733 739 72４ 700 

     事業系ごみ(g) 431 417 419 405 

リ サ イ ク ル 率(%) 10.5 9.9 9.7 10.0 

１人１日当たりの最終処分量(g) 142 136 138 138 
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１人１日あたりのごみ排出量の実績（計画策定時の推計（当初目標）との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リサイクル率の実績（計画策定時の推計（当初目標）との比較） 

 

・「１人１日あたりのごみ排出量（家庭系）」については、中間目標値達成が十分に見 

込まれる。 

・「１人１日あたりのごみの排出量（事業系）」については、令和元年 12 月から開始 

した「事業系ごみの搬入規制」の効果が大きいが、中間目標値には届かない見込み。 

・「リサイクル率」についは、目標値との乖離が大きく、達成が厳しい状況。 

・「１人１日あたりの最終処分量」については、計画策定時の基準値から減量が進ん 

でいるものの、下げ止まりとなっており、目標達成が難しい状況。 

ｇ 

（グラム） 

％ 

（パーセント） 
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４．中間評価と後期に向けた課題 

〇中間評価 

・地道な周知啓発活動と市民の不断の努力、事業者の理解が進み、計画策定時から改 

善傾向にあるが、「１人１日あたりのごみ排出量（家庭系）」を除き、中間目標値ま 

では少し開きがある。 

 ・ごみの減量化・資源化のためには、市民・事業者・行政の３者による協働が必要不 

可欠であり、計画の基本方針に「３者連携・協働による３Ｒの推進（弘前３・３運 

動）」と定め、その考えを前提としていたが、十分に機能しなかったと考えられる。 

→特に課題となっている事業系ごみについて、様々な対策（展開検査、事業所訪問、 

事業系ガイドブック配布など）を講じたが、真に個々の事業者まで浸透せず、より 

強制力のある搬入規制を開始するまでは、思うような効果が見られなかった。 

→前期に検討した「家庭系ごみ有料化」などが見送られたのも３者による協働が十 

分でないまま進められたのが一つの要因。 

〇課題 

・いかに 3 者の協働を強化し、ごみの減量化・資源化に繋げていくか 

〇方策 

・後期計画では、市民・事業者・行政がお互いに連携協力し、市全体が積極的にごみ 

の減量化・資源化に取り組んでいる状態（市民運動）を展開していく必要がある。 

・課題を先取りし、弘前市町会連合会及び弘前商工会議所との「弘前市ごみ減量化・ 

資源化に関する協定」締結を皮切りに市民運動をスタートさせているため、これを 

後期計画に反映させ、更に市民運動の輪を広げていく。 

 

５．改定計画のごみ処理基本理念と基本方針（案） 

改定計画では、「中間評価と後期に向けた課題」を踏まえるとともに、「弘前市総合計

画」の将来都市像「みんなで創り みんなをつなぐ あずましいりんご色のまち」な

どを考慮し、基本理念を以下のとおり定め、市民・事業者・行政の協働を軸としたご

みの減量化・資源化を強力に推進する。 

 

【基本理念】 

 

 

 

 

みんなで創る 持続可能な「循環のまち弘前」 
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【基本方針１】3 者の協働を軸とした取組の実施 

市民・事業者・行政がそれぞれの役割と責任のもと協働しやすい環境を整え、市全体

が一丸となってごみ減量化・資源化に取り組む「市民運動」を展開します。 

また、多くの市民・事業者が主体的に「市民運動」に参画できる取組を積極的に実施

します。 

 

【基本方針２】ものの発生から消滅までを通し、適時で徹底した 3R の推進 

 市民・事業者・行政の協働のもと、ものの発生から消滅までを通し、適時で徹底し

た 3R（リデュース・リユース・リサイクル）の推進を図ることにより、ごみ減量化・

資源化を目指します。 

 

【基本方針３】財政負担軽減に向けた効率的な処理体制の確立 

人口減少や施設の老朽化に備え、財政負担の軽減を目指し、効率的なごみ処理体制を

検討・確立します。 

 

６．目標値の設定（案） 

当初目標を据え置き、新たな基本理念と基本方針のもと、強力に減量化・資源化を進

める。リサイクル率については、民間回収分を含めた「実質リサイクル率」（参考値）

を表示し、民間を含めた市全体の資源化活動を更に活性化させるための体制を整えてい

く。 

※実質リサイクル率は、県が行った「民間回収による資源化量の調査」の情報を基に、当 

市及び周辺市町村に事業所のある資源回収業者への搬入量を参考に算出。 

※実質リサイクル率（参考値）の目標は、県が第４次青森県循環型社会形成推進計画に定

める目標値を参考に設定する予定。 

年 度 

項 目 

H30 

（基準値） 

R7 

（当初目標） 

R7 

（改定目標） 

１人１日当たりのごみ排出量(g)  1,142 950 950 

      家庭系ごみ(g) 72４ 670 670 

     事業系ごみ(g) 419 280 280 

リ サ イ ク ル 率(%) 9.7 25.0 - 

実質リサイクル率(％)（参考値） 2９.5 - 県の目標値 

１人１日当たりの最終処分量(g)  138 100 10０ 
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経済的動機付けの検討 

（処分手数料の適正化・ 

指定袋制度） 

７．目標達成に向けた施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３者の連携・協働を基盤として、家庭系では「生ごみの減量と分別の徹底」、事業系 

では「紙類のリサイクルと分別の徹底」を強化すべきポイントに置き、各施策を展開 

する。 

家庭系ごみに係る主な施策 

減量化・資源化の普及啓発 

（様々な媒体を活用した広報、

ワークショップ型勉強会等） 

生ごみの減量化の推進 

（キエーロの普及） 

３キリ運動の推進 

（使いキリ・食べキリ・水キリ） 

リサイクルの推進 

（再生資源回収運動・ 

民間回収の推進） 

リユースの推進 

（リユース促進掲示板・ 

衣類回収の推進） 

市民・事業者・市の協働を促す協定締結と協定に基づく取組の実践 

経済的動機付けの検討 

（有料化・指定袋制度） 

オフィス町内会の加入促進 

減量化・資源化の普及啓発 

（様々な媒体を活用した広報、

事業系ガイドブック等） 

事業系ごみに係る主な施策 

市民・事業者・市の協働を促す協定締結と協定に基づく取組の実践 

事業所訪問の実施 

（排出ルールの確認・指導） 

事業系ごみ展開検査 

（排出状況の把握） 

資源化可能な古紙類、 

搬入不可物の規制 


